
　

　　平成２１年８月実施

　　杉並区政策経営部区長室区政相談課

平成２１年度　第１回

杉並区インターネット区民アンケート

集計結果報告書

「区民による行政評価」について



10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 合　計

 男性 0 1 7 13 2 7 6 36

 女性 0 3 6 6 2 2 1 20

 合　　計 0 4 13 19 4 9 7 56

（１） 各項の初めにあるＮは、回答者数を表している。

（２） 百分率は、小数第２位を四捨五入して算出しているため、合計が１００％にならない場合がある。

（３） その他の意見と設問１０の自由意見は、要約を掲載しました。

２　調査の内容 「区民による行政評価」について

６　集計・分析にあたって

３　調査期間 平成２１年８月１７日～平成２１年８月３１日

４　回答者数 ５６人

５　回答者構成 単位：人

調 査 の 概 要

１　調査の目的 区民の方々が区の事業に対してどのような評価をしているのかを把握し、今後の区事業
の見直し、改善に活かすために実施しました。

20代 7.1%

30代 23.2%

40代 33.9%

50代 7.1%

70代以上
12.5%

60代 16.1%
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設問１及び２は調査の概要に掲載済み

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 3 1 1 1
女性 0
男性 4 3 1
女性 2 1 1
男性 8 5 3
女性 0
男性 8 8 　
女性 5 4 1
男性 0
女性 12 2 7 3
男性 2 1 1
女性 1 1
男性 2 1 1
女性 0 　
男性 9 1 4 4
女性 0

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 33 1 18 9 5
女性 20 3 12 4 1
男性 1 1
女性 0
男性 1 1
女性 0
男性 1 1
女性 0

④ 東京都外 1 1.8%

14.3%8

10.7%6

5.4%3

12

23.2%13

21.4%

②

学生

主婦（夫）

事務・技術・サービス業

管理職

自由業

⑥

⑤

④

③

③ 東京都内（市町村）

1 1.8%

1 1.8%

設問4　あなたはどちらにお住まいですか。

① 杉並区内

② 東京都内（22区）

全体 性別

53 94.6%

⑧ 無職 9 16.1%

⑦ その他 2 3.6%

① 自営業・事業主 3 5.4%

区民による行政評価について

設問3　あなたの職業をお答えください。

全体 性別

無職
16.1%

学生
5.4%

主婦（夫）
21.4%

管理職
14.3%

その他
3.6%

事務・技術・サービス業
23.2%

自由業
10.7%

自営業・事業主
5.4%

 杉並区内  94.6%

 東京都外
1.8%

 東京都内（22区）
 1.8%

 東京都内（市町村）
1.8%
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N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 16 6 6 4
女性 12 1 6 4 1
男性 12  8 2 2
女性 7 1 6  
男性 3 1 2
女性 0   
男性 5 4 1
女性 1 1

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 20  7 9 4
女性 12 1 7 3 1
男性 5  4 1
女性 3  3
男性 0
女性 0  
男性 1  1
女性 0
男性 8 1 7
女性 5 2 2 1
男性 2 2
女性 0  

④

⑥ 社宅・公務員住宅 2

1公営住宅

3.6%

1.8%

⑤ 民間賃貸住宅 13 23.2%

③ 一戸建て（借家） 0 0.0%

② 分譲集合住宅 8 14.3%

設問6　あなたのお住まいは次のどれですか。

全体 性別

① 一戸建て（持ち家） 32 57.1%

④ 東京都外 6 10.7%

③ 東京都内（市町村） 3 5.4%

② 東京都内（22区） 19 33.9%

設問5　あなたのお勤め先や学校は次のどれですか。

全体 性別

50.0%① 杉並区内 28

東京都内（22区）
33.9%

東京都内（市町村）
5.4%

杉並区内
50.0%

東京都外
10.7%

一戸建て（持ち家）
57.1%

分譲集合住宅
14.3%

社宅・公務員住宅
3.6%民間賃貸住宅

23.2%

公営住宅
1.8%

３



N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 11  2 4 5
女性 6 2 1 3
男性 13 1 10 2
女性 8 1 6 1
男性 2 2
女性 1 1
男性 2  1 1
女性 2 2  
男性 2  2
女性 2 1 1
男性 6 3 2 1
女性 1 1  

N＝ 53
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 1 1
女性 1 1
男性 5 5
女性 7 2 4 1
男性 7  5 1 1
女性 3 2 1
男性 8 1 4 2 1
女性 4  3 1
男性 1    1
女性 2 1 1  
男性 11  3 5 3
女性 3 1 1 1

⑥ 30年以上 14 26.4%

⑤ 20～30年未満 3 5.7%

④ 10～20年未満 12 22.6%

② 親と未婚の子ども 21

5～10年未満 10

30.4%

設問7　あなたのお宅の家族構成は次のどれですか。

全体 性別

①

12 22.6%

③

5.4%③ 親と子ども夫婦 3

18.9%

④ 親と子どもと孫

⑥ その他

⑤ 一人暮らし

夫婦のみ 17

7

設問8　杉並区にお住まいの方にお尋ねします。杉並区にお住まいになって何年ですか。

全体 性別

① 1年未満 2

② 1～5年未満

37.5%

4 7.1%

4 7.1%

12.5%

3.8%

夫婦のみ
30.4%

親と未婚の子ども
37.5%

親と子どもと孫
7.1%

一人暮らし
7.1%

その他
12.5%

親と子ども夫婦
5.4%

1年未満
3.8% 1～5年未満

22.6%

5～10年未満
18.9%10～20年未満

22.6%

20～30年未満
5.7%

30年以上
26.4%
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番号 数量

1 ３ヶ所

2 ５２，０８９台

3 ５日間

　　　　＜今後の方向性＞　　　【拡充】　　＜これまでの取組＞　

　　　　　　　　　＜２０年度に実施した主な事業＞

自転車利用者を対象に、地域の方たちとともに、協力を呼び
かけました。

　２０年度にこの事業にかかった費用は、人件費と事業費を合わせて、約
１６億２千万円でした。大きな支出としては、自転車駐車場の運営経費と
して６億８千万円、自転車駐車場整備経費として６億１千万円、自転車の
放置防止啓発や放置自転車の撤去・返還・処分などに２億８千万円です。
　また収入としては、自転車駐車場使用料が６億５千万円、撤去手数料が
１億円、撤去自転車の売却代金が１千９百万円など、合計で約７億９千万
円となりました。
　この結果、この事業にかかる区民１人あたりの経費は３，０１６円です
が、使用料・手数料等の収入を差し引いた後の、実質負担額では区民１人
あたり１，５４３円となっています。

　２３区の放置自転車台数をみると、
杉並区は少ない方から数えて１０番
目で、中位に位置しています。

№１　自転車問題の解決

目的と概要

　駅前放置自転車台数とは、区内各駅の放置禁止
区域内に放置された台数で、年５回調査の平均値
です。平成２０年度は、前年度の２，６２０台か
ら１，８８４台へ大幅に減少しました。これは、
区内全域で、放置防止指導から撤去・返還業務ま
で一貫した放置防止対策の強化を図ったこと、お
よび、区内の１７駅で活動する自転車放置防止協
力員等による「放置防止キャンペーン」などの啓
発活動の効果といえます。一方で、午後から夕方
にかけて、買い物客の放置自転車が目立つように
なっており、買い物客の放置自転車対策が課題に
なってきています。

　安全で安心な生活環境を実現するため、駅周辺の放置自転車の問題に取り組んでいます。自転車は手軽で身近な乗り物で
あり、環境にやさしい移動手段として認められています。自転車利用を促進するためにも、自転車駐車場を整備し、放置自
転車の解消を目指しています。区では、放置自転車台数について、平成１５年度の７，０５６台から７０％削減し、平成
２２年度までに２，１００台以下とすることを目指し、各施策に取り組んできました。その結果、放置自転車台数は、平成
２０年度に１，８８４台となり目標を達成しました。そこで、改めて平成２２年度までに１，５００台以下とする数値目標
を掲げます。

事業名（活動指標）

自転車駐車場等を整備しました

放置自転車を撤去しました

自転車放置防止キャンペーンを実施しました

２０７台規模の西荻窪北自転車駐車場を新規開設しました。
東高円寺自転車駐車場を改築し、９５０台規模の自転車駐車
場を整備しました。永福自転車集積所用地を購入しました。

区内の各駅付近で、延べ２，５５７回撤去を行いました。

内　容

　 駅前放置自転車を
　　　　　　平成２２年度に１，５００台に減少させます

３ かかった
　経費

１ 目 標

　自転車駐車場の整備に計画的に取り組んだ結果、現在
２７，５０３台収容できる駐車場を確保し、駅前の自転車
放置台数は、着実に減少しています。地域の方々が担い手
である放置防止協力員による啓発活動も大きな要因となっ
ていると考えられます。さらに鉄道事業者に自転車駐車場
の設置や用地提供を求め、現在３，２２２台分の民営駐輪
場が鉄道事業者等により運営されています。

4  事業

　平成10年度に策定した「杉並区自転車利用総合計画」
を平成21年度に改定します。この計画に基づいて、区
民、事業者、区が一体となって、放置自転車対策、自転
車マナーの向上などの目標を着実に達成して、安全で快
適な自転車のまちづくりを実現していきます。
　自転車駐車場については、駐車場未整備の駅周辺を重
点的に整備します。一方で、区主導から民間主導による
駐車場整備へとシフトしていきます。

5  自己評価

駅前放置自転車台数（1日あたり）の推移
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23区放置自転車台数（１日あたり）
【杉並区＝年５回調査（平成20年度）の平均値、他区＝Ｈ20年１０月の１回のみの調査】
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区民一人あたりの額

この事業　　　　３，０１６円
区の全ての事業     41万2千円

２ 成 果

説明資料                            

                              

                    

     

      5



N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 21  12 4 5
女性 12 3 6 2 1
男性 2 1  1
女性 1 1
男性 11 7 3 1
女性 4 3 1
男性 0
女性 0
男性 2  1 1
女性 3  2 1

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 6 1 3 2  
女性 3 2 1  
男性 19  10 4 5
女性 17 1 11 4 1
男性 1  1
女性 0  
男性 9  5 3 1
女性 0   
男性 1  1
女性 0

0.0%

問9から問13までは、資料1「自転車問題の解決」をご覧のうえ、お答えください。
設問9　「1.目標」について、どう思いますか。

5.4%②

④

3

全体

目標数値は妥当である 33 58.9%

目標数値が高すぎる

なんともいえない 5

③ 目標数値が低すぎる 15

目標に適さない 0

性別全体

8.9%

① 十分な成果をあげている

設問10　資料1「自転車問題の解決」の「2.成果」について、どう思いますか。

16.1%9

⑤

1.8%

②
一定の成果をあげている
（もう少し）

36 64.3%

⑤ なんともいえない 1 1.8%

16.1%

③

性別

①

26.8%

④ 不十分 9

必要以上（やりすぎ） 1

一定の成果をあげてい
る

64 3%

不十分
16.1%

十分な成果をあげてい
る

16.1%

必要以上
1.8%

なんともいえない
1.8%

目標数値は妥当である
58.9%

目標数値が低すぎる
26.8%

目標数値が高すぎる
5.4%

なんともいえない
8.9%
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N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 10 　 6 3 1
女性 10 2 7 1
男性 16 1 7 4 4
女性 2 　 2 　
男性 4 3 1
女性 1 1 　
男性 6 　 4 1 1
女性 7 1 2 3 1

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 5 4 1
女性 7 6 1
男性 8 　 3 3 2
女性 4 3 1
男性 8 　 4 3 1
女性 2 2 　 　
男性 15 1 9 3 2
女性 7 1 3 2 1

④ 利用したことはない 22 39.3%

③ たまに利用している 10 17.9%

② ときどき利用している 12 21.4%

設問12　自転車駐車場を利用したことがありますか。

全体 性別

① いつも利用している 12 21.4%

④ なんともいえない 13 23.2%

③ 足りない 5 8.9%

② 使いすぎ 18 32.1%

設問11　資料1「自転車問題の解決」の「3.かかった経費」について、どう思いますか。

全体 性別

① ちょうどよい 20 35.7%

いつも利用している
21.4%

ときどき利用している
21.4%

たまに利用している
17.9%

利用したことはない
39.3%

ちょうどよい
35.7%

使いすぎ
32.1%

足りない
8.9%

なんともいえない
23.2%

７



　 N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 16 　 11 5 　
女性 6 1 4 1
男性 15 1 7 2 5
女性 12 2 7 2 1
男性 1 　 1
女性 0 　 　
男性 4 　 1 2 1
女性 2 　 1 1

②

設問13　資料1「自転車問題の解決」の「5.自己評価」にある方向性について、どう思いますか。

全体 性別

① さらに事業を充実すべき 22 39.3%

10.7%

27

事業を縮小すべき 1 1.8%

これまでどおりの事業でよい 48.2%

③

④ なんともいえない 6

さらに事業を充実すべき
39.3%

事業を縮小すべき
1.8%

なんともいえない
10.7%

これまでどおりの
事業でよい

48.2%

８



番号 数量

1 38,853 t

2 －

3 4,819ｔ

　杉並区のリサイクル率は、23区の
中では４番目の順位です。23区平均
よりも高い割合で、区民のリサイク
ルに対する意識の高さが数値として
現れています。

　　　　＜今後の方向性＞　　　【拡充】　　＜これまでの取組＞　

              ＜２０年度に実施した主な事業＞

プラスチック製容器包装の回収を区内全地域で実施しま
した。

事業名（活動指標）

資源の回収(区の回収、集団回収）を実施し
ました。

№２　ごみの発生抑制及びリサイクルの推進

目的と概要

　リサイクル率とは、排出されるごみ量に占
める、古紙やびん・缶、ペットボトル、プラ
スチック製容器包装が資源物として排出され
ている割合です。
　杉並区のごみ量は、平成2年度以降減少傾向
にあります。しかし今後、東京23区では、新
たな最終処分場を確保することは困難な状況
です。ごみ問題の解決は依然として大きな課
題であり、より一層のごみの減量、リサイク
ルの推進が求められています。

　区では、平成２０年３月に策定した一般廃棄物処理基本計画の実現に向け、短期目標として平成２２年度には
家庭ごみを一人１日あたり４３０グラム（平成1８年度６４９グラム）にするとともに、ごみの分別を徹底しリ
サイクル率を４５％(平成１８年度２０．７％）にする、という高い目標を掲げました。
　ごみの減量とリサイクル率の向上に向け、区民・事業者・区が協働してごみの発生抑制や再使用、再生利用を
推進していきます。また区は、そのための具体的な仕組みづくりを行っていきます。

レジ袋有料化等の取組の推進に関する条例を
制定しました。
プラスチック製容器包装のリサイクルを進め
ました。

コンビニエンスストアにレジ袋不要カードを置く等の取
組を行いました。

内　容

　平成２０年度の「ごみの発生抑制及びリサイクルの推進」にか
かった費用は、人件費と事業費を合わせ、約２５億７千万円でし
た。
  事業に占める人件費の比率は、１８年度１３．６%、１９年度
１７．４%、２０年度１２．６%、となっております。
　リサイクル率は着実に伸びて、１７年度には２０%を超えまし
た。今後も、コストを抑制しながらリサイクルを推進します。

資源回収量は平成１９年度に比べ、１４．８%増加しまし
た。

２３区リサイクル率の比較　【東京二十三区清掃一部事務組合資料】
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（H20年度）

　 リサイクル率を平成2２年度に４５%にします

区民一人あたりの額

この事業　　　 ４，７８５円
区の全ての事業　41万２千円

３ かかった
経費

１ 目 標

　平成２０年度は、プラスチックのサーマルリサイクルの実施に
あわせ、プラスチック製容器包装とペットボトルの区全域での集
積所回収を開始しました。この結果、不燃ごみの大半を占めるプ
ラスチックの資源化によるごみの減量とリサイクル率の向上を図
りました。これらの事業を通して、リサイクル率の目標達成に向
けた基盤整備ができました。

4  事業

　「ごみを限りなくゼロにする社会」の構築
を目指すため、家庭ごみの有料化とその前提
となる戸別収集の導入を検討するとともに、
環境施策のひとつの象徴としてのレジ袋削減
目標の達成に向けて、ごみの発生自体を抑制
できるように、区民・事業者と協働しなが
ら、普及・啓発に努めていきます。

5  自己評価

リサイクル率の推移

5.6%

25.9%

19.7%

21.9%19.4%

18.8%

19.6%

18.5%

15.5%

20.5%

20.7%

45.0%
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10%

20%

30%

40%

50%

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 22
年
度

2 成 果
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N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 19 1 7 6 5
女性 14 1 9 3 1
男性 5  5  
女性 2  2
男性 9 7 1 1
女性 2  1 1
男性 0  
女性 1 1  
男性 3  1 2
女性 1 1  

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 5 　 3 1 1
女性 4 　 3 1
男性 26 1 12 8 5
女性 14 3 7 3 1
男性 0 　 　
女性 0 　
男性 5 5 　
女性 2 2
男性 0 　
女性 0 　 　

全体 性別

① 十分な成果をあげている 9 16.1%

②
一定の成果をあげている
（もう少し）

40 71.4%

1 1.8%

④ 不十分 7 12.5%

③ 必要以上（やりすぎ） 0 0.0%

設問15　資料2の「2.成果」について、どう思いますか。

⑤ なんともいえない 4 7.1%

⑤ なんともいえない 0 0.0%

問14から問18までは、資料2「ごみの発生抑制及びリサイクルの推進」をご覧のうえ、お答えください。
設問14　「1.目標」について、どう思いますか。

② 目標数値が高すぎる 7 12.5%

33 58.9%

④ 目標に適さない

① 目標数値は妥当である

全体 性別

③ 目標数値が低すぎる 11 19.6%

目標数値は妥当である
58.9%目標数値が高すぎる

12.5%

目標数値が低すぎる
19.6%

目標に適さない
1.8%

なんともいえない
7.1%

不十分
12.5%

一定の成果をあげてい
る

71.4%

十分な成果をあげてい
る

16.1%

１０



N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 13 7 3 3
女性 11 1 7 2 1
男性 13 1 7 4 1
女性 3 1 1 1  
男性 3 3  
女性 1 1
男性 7  3 2 2
女性 5 1 3 1

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 36 1 20 9 6
女性 19 3 12 4
男性 29 1 13 9 6
女性 15 2 9 4
男性 14 7 6 1
女性 13 3 8 2
男性 10  6 3 1
女性 8  6 2
男性 10 1 4 4 1
女性 9  5 4  
男性 8 4 4
女性 5  4 1
男性 1 1
女性 4 2 2
男性 26 1 14 7 4
女性 17 3 10 4

資源（缶・ビン・古紙）集団回収に
参加

マイバッグを持ち歩き、レジ袋はも
らわない

48.2%

18

27

44

①

⑥

⑦

⑧

⑤

④

③

②

④ なんともいえない 12 21.4%

24 42.9%

28.6%

③ 足りない 4 7.1%

78.6%

設問17　ごみの発生抑制やリサイクルに関連して、あなたが取り組んでいるものはどれですか。
　　　該当するもの全てを選択してください。

設問16　資料2の「3.かかった経費」について、どう思いますか。

② 使いすぎ 16

全体 性別

① ちょうどよい

全体 性別
ごみの分別の徹底
（可燃・不燃・資源）

55 98.2%

32.1%

19

リサイクルショップでの購入やエコ
マーク商品などの購入

13 23.2%

簡易包装商品の購入

不用品をリサイクルショップなどに
も持ち込んでいる

不要なものは買わない、買い過ぎ
ない

43 76.8%

33.9%

生ごみを堆肥化している 5 8.9%

55

44

27

18

19

13

5

43

ごみの分別の徹底

マイバッグを持ち歩き、レジ袋はもらわない

資源集団回収に参加

不用品をリサイクルショップなどに持ち込んでいる

簡易包装商品の購入

リサイクルショップでの購入やエコマーク商品などの購入

生ごみを堆肥化している

不要なものは買わない、買い過ぎない

ちょうどよい
42.9%

使いすぎ
28.6%

足りない
7.1%

なんともいえない
21.4%

１１



　 N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 22 12 6 4
女性 10 1 5 3 1
男性 10 1 6 1 2
女性 7 1 5 1
男性 2  2
女性 1 1
男性 2   2
女性 2 1 1

なんともいえない 4

設問18　資料2の「5.自己評価」にある方向性について、どう思いますか。

全体 性別

① さらに事業を充実すべき 32 57.1%

②

③

④ 7.1%

これまでどおりの事業でよい 17 30.4%

事業を縮小すべき 3 5.4%

さらに事業を充実すべき
57.1%

事業を縮小すべき
5.4%

なんともいえない
7.1%

これまでどおりの
事業でよい

30.4%

１２



番号 数量

1 １所

2 ９所

3 ３所

№３　保育の充実

目的と概要

　経済状況の変化や就労形態の多様化に伴い、保育需要は増大しています。特に２１年４月の認可保育園への入園申込
者は大幅に増加しました。区では子育てと就労の両立を支援するため、区立保育園の改築に伴う定員拡大や認証保育所
の拡充等の対策を行ってきましたが、急増した保育需要に緊急対応するため、区独自の保育室の整備等により入所待機
児の解消をめざします。併せて、延長保育、産休明け保育、病児・病後児保育など保護者の多様な保育ニーズに応じた
サービスを提供するとともに、在籍している乳幼児の健全な心身の発達を図るための支援を行います。

　　　　＜今後の方向性＞　　【拡充】

              ＜２０年度に実施した主な事業＞

事業名（活動指標）

高円寺南保育園の改築を行いました

　２０年度に公立私立あわせて５，１３９人の保育園児の保育や、
認証保育所の運営、区独自の保育室の緊急整備などにかかった費用
は、約１２７億円でした。このうち人件費は約７４億円、事業費は
約５３億円となっています。
　また、歳入としては、保育料１２億３千万円、国・都からの補助
金５億９千万円などでした。

　２１年４月の待機児数は、前年の８
６人から１３７人に増加しました。こ
の増加傾向は２３区全体でもみられ、
２３区全体の待機児数は、２０年４月
の３，０１６人から２１年４月は４，
６１３人と大幅に増加しています。
　また、待機児数を子どもの人口の比
率で見ると、２１年４月時点で千人あ
たり６．７人と、２３区中、５番目に
少ない数となっています。

　深刻化する不況などの影響により保育
需要が急増し、認可保育園の２１年４月
の入園申込みが前年比3割増と大幅に増加
しました。
　急激に増加した保育需要に応えるた
め、認証保育所３所の整備計画の前倒
し、区独自の保育室9所の緊急整備、家庭
福祉員の充実など、待機児解消に向けた
当面の緊急対策を２１年度中に進めてい
きます。

内　容

　　＜これまでの取組＞　

区独自の保育室の整備を開始しました

認証保育所の開設準備を行いました

高円寺南保育園の改築工事が完了し、２１年度から３０名
の定員増を図ります。

急増した入園申込みに対応するための緊急対策として、
２１年度中の開設に向けた整備を進めました。

整備計画を前倒しして２１年度中に開所するため、設置場
所や事業者選定などの準備を行いました。

保育園入所待機児を平成２２年度に解消します

区民一人あたりの額

この事業　　　２３，６５８円
区の全ての事業    41万2 千円

３　かかった
　経費

１ 目 標

１８年度から２０年度までの取組は次のとおりです。
　・公私立保育園の定員を５，０７０人から５，１３９人に増やしました。
　・認証保育所を３所開設しました。
　・区立保育園の公設民営化を2園実施しました。
　・延長保育を実施する園を12園拡充しました。
　・病児保育事業を開始しました。
　・区保育室の整備など待機児解消の緊急対策を行いました。

 4  事業

　働きながら子育てできる環境を
整えるため、引き続き保育園入所
待機児の解消を目指すとともに、
保護者のライフスタイルに合わせ
た多様な保育ニーズに応える取組
を推進していきます。
　民間活力の導入により、効率化
を図っていきます。

5  自己評価

保育園入所待機児数の推移
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23区保育園入所待機児数（就学前人口千人対、21年4月）
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２ 成 果

   13



N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 23  12 5 6
女性 15 3 8 3 1
男性 1  1  
女性 1  1
男性 9 1 5 3  
女性 4  3 1
男性 0  
女性 0   
男性 3 2 1  
女性 0   

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 1   1  
女性 3 2  1
男性 21 10 6 5
女性 10  6 4
男性 1   1
女性 0   
男性 12 1 9 2
女性 7 3 4
男性 1 1
女性 0   

なんともいえない 1 1.8%

④ 不十分 19 33.9%

⑤

③ 必要以上（やりすぎ） 1 1.8%

②
一定の成果をあげている
（もう少し）

31

①

②

③ 目標数値が低すぎる

① 十分な成果をあげている 4 7.1%

問19から問23までは、資料3「保育の充実」をご覧のうえ、お答えください。
設問19　「1.目標」について、どう思いますか。

⑤

設問20　資料3の「2.成果」について、どう思いますか。

性別

全体 性別

目標数値は妥当である 38 67.9%

④ 目標に適さない 0 0.0%

55.4%

目標数値が高すぎる 2 3.6%

13 23.2%

なんともいえない 3 5.4%

全体

目標数値が低すぎる
23.2%

目標数値は妥当である
67.9%

目標数値が高すぎる
3.6%

なんともいえない
5.4%

なんともいえない
1.8%

不十分
33.9%

必要以上
1.8%

一定の成果をあげている
55.4%

十分な成果をあげている
7.1%

１４



N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 8  2 3 3
女性 3 2 1  
男性 12  7 4 1
女性 3 1 1  1
男性 10 1 6 2 1
女性 5  5   
男性 6 5  1
女性 9 2 4 3

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 1  1
女性 3 3
男性 9 4 3 2
女性 3  3  
男性 4 4
女性 4 2 2  
男性 22 1 11 6 4

女性 10 1 4 4 1
④

利用したことがない
（利用する予定もない）

32 57.1%

③ これから利用する予定である 8 14.3%

② 前に利用していた 12 21.4%

全体 性別

① 現在利用している 4 7.1%

性別

設問21　資料3の「3.かかった経費」について、どう思いますか。

全体

設問22　あなた、またはあなたのご家族は保育園を利用していますか。

① ちょうどよい 11 19.6%

② 使いすぎ 15 26.8%

③ 足りない 15 26.8%

④ なんともいえない 15 26.8%

現在利用している
7.1%

利用したことがない
57.1%

前に利用していた
21.4%

これから利用する
予定である

14.3%

ちょうどよい
19.6%

使いすぎ
26.8%足りない

26.8%

なんともいえない
26.8%

１５



　 N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 21 1 11 5 4
女性 14 3 7 3 1
男性 8  5 2 1
女性 5  4 1
男性 1  1  
女性 0  
男性 6  3 2 1
女性 1  1  

設問23　資料3の「5.自己評価」にある方向性について、どう思いますか。

全体 性別

① さらに事業を充実すべき 35 62.5%

② これまでどおりの事業でよい 13 23.2%

③ 事業を縮小すべき 1 1.8%

④ なんともいえない 7 12.5%

なんともいえない
12.5%

さらに事業を充実すべき
62.5%

事業を縮小すべき
1.8%

これまでどおりの
事業でよい

23.2%

16



番号 数量

1 １，９４３千円

2 ２，６１２件

3 ９１８名

　　　　＜今後の方向性＞　　　【統廃合】　　＜これまでの取組＞　

              ＜２０年度に実施した主な事業＞

講座開講数を昨年度２４講座から今年度は３１講座とし、多
様な協働事業の担い手の育成に取り組みました。

　ＮＰＯ法人の認証団体数を２３区で比
較すると、杉並区は８番目に位置してい
ます。
　団体の活動分野としては、１７分野の
うち、保健・医療・福祉の増進、社会教
育の推進を図る分野での活動が多くなっ
ています。

　２０年度にこの事業にかかった費用は、人件費と事業費を合わせて、
約1億２千６百万円でした。事業費としては、すぎなみＮＰＯ支援セン
ターの維持運営経費３千万円、すぎなみ地域大学運営費２千７百万円で
した。また、歳入としては、ＮＰＯ支援基金への寄附金が１９０万円で
前年と比べて３５万円の減となりました。

№４ 　ＮＰＯ・ボランティアなどが活動しやすい環境整備

目的と概要

　区内では、環境、福祉、教育など多くの分野で公共サービスの創造を得意とするＮＰＯ・市民活動団体によって、住
民が必要とするサービスを住民自らの手で提供していく活動が広がっています。行政の業務もＮＰＯ等と協働すること
で、より住民ニーズに沿った公共サービスを提供することが可能となりました。今後、団塊の世代の方々を中心に、
様々な知識や経験、能力を持った区民の方がより一層地域活動に参加し活躍することが予想されます。
　ＮＰＯ等が質の高い公共サービスを担うための人材育成やＮＰＯ等の地域活動への新規参入に対する支援の強化を図
り、活動しやすい環境の整備と区・ＮＰＯ等との協働を推進し、豊かで活力ある地域社会を築きます。

　区内ＮＰＯ法人認証数とは、杉並区内に主た
る事務所を持ち、内閣府もしくは東京都の認証
を受けている法人の数をいいます。「特定非営
利活動法人（ＮＰＯ法人）」として法人格を付
与する「特定非営利活動促進法」は、平成１０
年１２月１日に施行されました。
　杉並区では平成１１年度末の区内ＮＰＯ法人
はわずか９団体でしたが、その後、年々増加し
ています。その増加率は、平成１１年度末の法
人数と比較すると３２倍となっており、全国の
２２倍、東京都の１６倍に比べ、大変高くなっ
ています。

事業名（活動指標）

ＮＰＯ支援基金の普及啓発を行い寄附を募りました

ＮＰＯ団体等からの相談を受付けました

担い手の育成に取り組みました（講座受講者数）

区内で活動している団体へ活動資金を助成するために、基金
の普及啓発と募金活動を区内で行われるイベントで行いまし
た。

ＮＰＯ設立の手続き・ＮＰＯの事業運営等活動に関する様々
な相談を受付けました。

内　容

23区ＮＰＯ法人認証団体数　（平成21年3月31日現在）
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年度別区内ＮＰＯ法人認証数の推移
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　       区内で活動しているＮＰＯ法人認証団体数を
　　      　　　　　平成２２年度までに300団体に増やします

区民一人あたりの額

この事業　　　         2３5円
区の全ての事業    41万2千円

３　かかった
　経費

２ 成 果

１ 目 標

　１４年度に開設した「ＮＰＯ・ボランティア活動推進センター」は、中間支援組織と
して機能拡充を図るため１８年４月に「すぎなみＮＰＯ支援センター」に改組し、相談
業務やＮＰＯの組織運営に関する講座の開催等、ＮＰＯ等の組織活動支援を行っていま
す。また、ボランティア活動については、社会福祉協議会がこれまでの実績を生かして
「杉並ボランティア・地域福祉推進センター」で引き続き支援を行っています。
　地域活動に必要な知識・技術を学び、仲間を拡げ、自らが地域社会に貢献するための
仕組みとして１８年度に開校した「すぎなみ地域大学」は、講座数を当初の１２講座か
ら２０年度には３１講座まで拡充し、講座の構想段階から受講後の活動段階まで事業所
管課と連携して、より多くの公共の担い手の育成に取り組んでいます。
　すぎなみＮＰＯ支援センターとすぎなみ地域大学の連携を進めることで、多様な働き
手や組織が活動しやすい環境の向上に寄与しています。

4  事業

　ＮＰＯ・ボランティアなどが活動しやすい環境
の整備のため、ＮＰＯ等活動推進協議会に「ＮＰ
Ｏ等活動支援のあり方検討部会」を設置し、より
効果的な支援策の検討を行ってきました。
　この検討結果を受け、ＮＰＯ等がより質の高い
公共サービスを担っていくため、すぎなみＮＰＯ
支援センター・地域課・すぎなみ地域大学の再構
築を検討します。また、ＮＰＯ活動の財政基盤の
ひとつである杉並区ＮＰＯ支援基金について他の
所管課と共同で寄附文化の醸成に向けた取組を進
めていきます。

5  自己評価

 目標３００団体
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N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 16  6 5 5
女性 11 1 6 4
男性 2 2
女性 1 1  
男性 7 5 2
女性 1  1  
男性 5 1 4  
女性 0   
男性 6  3 2 1
女性 7 2 4 1

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 4  2  2
女性 6 2 3 1
男性 19  9 7 3
女性 8  5 3
男性 4 1 3  
女性 0  
男性 7 5 2
女性 0   
男性 2  1 1
女性 6 1 4 1

⑤ なんともいえない 8 14.3%

④ 不十分 7 12.5%

③ 必要以上（やりすぎ） 4 7.1%

②
一定の成果をあげている
（もう少し）

27 48.2%

設問25　資料4の「2.成果」について、どう思いますか。

全体 性別

① 十分な成果をあげている 10 17.9%

⑤ なんともいえない 13 23.2%

④ 目標に適さない 5 8.9%

③ 目標数値が低すぎる 8 14.3%

② 目標数値が高すぎる 3 5.4%

問24から問28は、資料4「NPO・ボランティアなどが活動しやすい環境整備」をご覧のうえ、お答えください。
設問24　「1.目標」について、どう思いますか。

全体 性別

① 目標数値は妥当である 27 48.2%

目標数値が高すぎる
5.4%

目標数値が低すぎる
14.3%

目標に適さない
8.9%

目標数値は妥当である
48.2%

なんともいえない
23.2%

十分な成果をあげている
17.9%

必要以上
7.1%

不十分
12.5%

一定の成果をあげている
48.2%

なんともいえない
14.3%
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N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 12 5 6 1
女性 6 2 4  
男性 8 1 4 1 2
女性 3  3
男性 12  9 1 2
女性 3 2  1
男性 4  2 1 1
女性 8 1 3 4

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 5  3 1 1
女性 4  2 1 1
男性 8  6 1 1
女性 3  2 1
男性 5 1 2 2
女性 3 1 1 1
男性 18 1 10 5 2
女性 10 2 7 1  

設問26　資料4の「3.かかった経費」について、どう思いますか。

全体 性別

① ちょうどよい 18 32.1%

② 使いすぎ 11 19.6%

③ 足りない 15 26.8%

④ なんともいえない 12 21.4%

設問27　ボランティアや地域の団体の活動をしていますか。

全体 性別

① 継続して活動している 9 16.1%

② たまに活動することがある 11 19.6%

③ 前に活動していた 8 14.3%

④ 活動したことがない 28 50.0%

活動したことがない
50.0%

たまに活動することがあ
る

19.6%

継続して活動している
16.1%

前に活動していた
14.3%

ちょうどよい
32.1%

使いすぎ
19.6%

足りない
26.8%

なんともいえない
21.4%
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　 N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 17  11 4 2
女性 7 1 4 1 1
男性 8  3 2 3
女性 9 2 5 2
男性 5 1 4  
女性 1 1
男性 6  2 3 1
女性 3 2 1

④ なんともいえない 9 16.1%

③ 事業を縮小すべき 6 10.7%

② これまでどおりの事業でよい 17 30.4%

設問28　資料4の「5.自己評価」にある方向性について、どう思いますか。

全体 性別

① さらに事業を充実すべき 24 42.9%

さらに事業を充実すべき
42.9%

なんともいえない
16.1%

事業を縮小すべき
10.7%

これまでどおりの
事業でよい

30.4%
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番号 数量

1 学力調査17,553人

2
授業時間数
3,602時間

3
校庭芝生化　 ２校
校舎屋上緑化 ６校

事業名（活動指標）

区独自の学力調査を実施しました

中学校で外国人による英語教育指導を実施しまし
た

エコスクール化を推進しました。

小学校３年生以上の児童・生徒に実施した学力調査の正答
率は、全科目平均で68.6％でした。

全中学校で、外国人の英語教育指導員が英語担当教員と
連携して１クラスあたり19時間の授業を行いました。

内　容

№ ５   豊かな学校教育づくり

目的と概要
　区立小中学校に通う児童・生徒が毎日の学校生活を楽しく過ごせるよう「学ぶ喜び」「遊ぶ喜び」「生きる喜び」に満ちた魅力ある豊か
な学校づくりを推進し、創意工夫ある教育指導により児童・生徒の基礎学力や学習意欲の向上を図っていきます。

　正答率とは、区が実施した学力調査に
おいて、児童・生徒が各教科の問題に正
解した割合を示しています。グラフ中の
「平均」の項目は各学年の正答率を単純
に平均した数値です。（児童・生徒単位で
の全科目平均値は68.6％、楽しい・充実
していると感じる割合は84.3％です。）
　正答率の状況を見ると、小学校３年と小
学校５年の「国語」、小学校３年・小学校４
年・中学校１年の「算数・数学」が高く、中
学校３年の「英語」が低い結果となってい
ます。
　また、「学校が楽しい・充実している」と
感じている児童・生徒の割合について
は、中学校１年は90％近い値となってい
ますが、中学校2年と中学校3年では８
０％を下回る結果となっています。

　この施策にかかった20年度の経費は、人件費と事業費とをあわせて約１７億８百万円
でした。主な事業費としては、校務システム（教職員一人一台パソコン）の導入等のため
の情報教育の推進事業として約４億５千９百万円支出したのをはじめ、校舎屋上緑化
等のエコスクールの推進事業に約４億１百万円、区立小中学校の移動教室事業として
約２億９百万円を支出しました。
　なお、歳入としては、エコスクールの推進事業や中学校の移動教室事業等に対して、
国・都からの交付金が約１億４千８百万円ありました。

　
　東京都が実施した「平成20年度　児童・生徒
の学力向上を図るための調査」結果における都
全体（49区市）の平均正答率は、小学生（５年）
が60.2％、中学生（２年）は69.2％でした。
　杉並区の平均正答率は、小学生が65.6％で
23区中4位、中学生は73.1％で23区中2位との
結果となっています。

　　　　　＜今後の方向性＞   【拡充】　　＜これまでの取組＞　

              ＜２０年度に実施した主な事業＞

学校施設の緑化（校庭・屋上・壁面）、ビオトープの整備、エ
コスクール改修を行っています。

平成22年度までに児童・生徒の
 　学校生活が充実しいると感じる割合を86％以上に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　向上させます

    区民一人あたりの額

この事業　　 　  ３，１７６円
区の全ての事業     41万2千円

３ かかった
　　経費

１ 目 標

　東京都が実施した「平成20年度　児童・生徒の学力向上を図るための調査」結果では、小学
生が23区中４位、中学生は23区中２位との結果となっており、「豊かな学校教育づくり」のための
事業推進が児童・生徒の学力向上に結びついているものと考えられます。
　区の調査による「学校が楽しい・充実している。」と感じている割合は、全体では18年度（19年
度は未実施）より３ポイント高くなっています。　また、20年度の学校評価における教育委員会の
施策に対する「保護者評価」の肯定率は85.0％でした。
　今後も、事業の効率化を図りつつ、各学校の活力ある学校運営や特色をもった教育活動に取
組み、魅力ある「豊かな学校教育づくり」が実現できるよう、各事業を実施していく必要があると
考えています。

4  事業

一人ひとりの子どもが学ぶ喜び、生きる感動、かか
わる尊さを実感できるよう、これまでも「豊かな学校
教育づくり」における各事業を推進してきました。
今後、新学習指導要領の完全実施に向けた取り
組みを充実させていくと共に、第三者診断の実施
による経営支援、小中一貫教育の推進による魅力
ある学校づくりをすすめ、一層、児童生徒や保護
者から信頼され、自立と責任のある学校づくりを目
指していきます。

5  自己評価

平成20年度児童・生徒の学力向上を図るための調査結果
【東京都実施　23区児童・生徒別結果】※児童の結果の降順
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平成20年度 区学力調査の学年別・教科別の平均正答率と
「学校が楽しい・充実している」と感じている児童・生徒の割合
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％

国語 77.2 71.1 78.1 74.9 74.4 73.7 70.0 74.2 

算数/数学 81.6 76.9 71.7 70.3 76.1 62.0 61.1 71.4 

英語 62.1 52.0 57.1 

楽しい・充実 87.8 87.4 86.9 85.8 89.4 79.6 75.7 84.7 

小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３ 平均

２ 成 果
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N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 18  9 5 4
女性 14 2 8 3 1
男性 1  1
女性 1 1   
男性 9 1 5 2 1
女性 3  3
男性 2  2
女性 0
男性 6  3 2 1
女性 2  1 1

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 4  2 1 1
女性 2  2   
男性 17 1 7 5 4
女性 15 3 7 4 1
男性 0    
女性 1 1
男性 11  9 2
女性 2  2  
男性 4  2 1 1
女性 0    

問29から問33は、資料5「豊かな学校教育づくり」をご覧のうえ、お答えください。
設問29　「1.目標」について、どう思いますか。

全体 性別

① 目標数値は妥当である 32 57.1%

② 目標数値が高すぎる 2 3.6%

③ 目標数値が低すぎる 12 21.4%

④ 目標に適さない 2 3.6%

⑤ なんともいえない 8 14.3%

設問30　資料5の「2.成果」について、どのように思いますか。

全体 性別

① 十分な成果をあげている 6 10.7%

②
一定の成果をあげている
（もう少し）

32 57.1%

③ 必要以上（やりすぎ） 1 1.8%

④ 不十分 13 23.2%

⑤ なんともいえない 4 7.1%

目標数値が高すぎる
3.6%

目標数値が低すぎる
21.4%

目標に適さない
3.6%

目標数値は妥当である
57.1%

なんともいえない
14.3%

十分な成果をあげている
10.7%

一定の成果をあげている
57.1%

なんともいえない
7.1%

不十分
23.2%

必要以上
1.8%
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N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 13  4 5 4
女性 5 2 3  
男性 4  3 1
女性 2 1 1
男性 11 1 8 2
女性 6  5  1
男性 8  5 1 2
女性 7  3 4

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 9 6 2 1
女性 2 2
男性 1 1
女性 0
男性 0
女性 1 1
男性 26 1 13 7 5
女性 17 3 9 4 1

④ 区立学校に通う小・中学生はいない 43 76.8%

③
区立学校に通う小・中学生（両方）
がいる

1 1.8%

② 区立学校に通う中学生がいる 1 1.8%

設問32　あなたのご家族についてお答えください。

全体 性別

① 区立学校に通う小学生がいる 11 19.6%

④ なんともいえない 15 26.8%

③ 足りない 17 30.4%

② 使いすぎ 6 10.7%

設問31　資料5の「3.かかった経費」について、どう思いますか。

全体 性別

① ちょうどよい 18 32.1%

なんともいえない
26.8%

足りない
30.4%

使いすぎ
10.7%

ちょうどよい
32.1%

    区立学校に通う小
学生がいる

19.6%

 
区立学校に通う小・

中学生（両方）がいる
1.8%

    区立学校に通う中
学生がいる

1.8%

区立学校に通う小・
中学生はいない

76.8%

23



　 N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 19 1 12 3 3
女性 15 1 10 3 1
男性 8  3 3 2
女性 3 2 1   
男性 0   
女性 1 1
男性 9  5 3 1
女性 1   1  

設問33　資料5の「5.自己評価」にある方向性について、どう思いますか。

全体 性別

① さらに事業を充実すべき 34 60.7%

② これまでどおりの事業でよい 11 19.6%

③ 事業を縮小すべき 1 1.8%

④ なんともいえない 10 17.9%

事業を縮小すべき
1.8%

なんともいえない
17.9%

さらに事業を充実すべき
60.7%

これまでどおりの
事業でよい

19.6%
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番号 数量

1 ―

2 ―

3 ６０６事業

　平成１２年度に清掃事業が都から移管されたた
め、清掃職員が増加しています。その後、職員削
減計画を着実に実施し、平成２０度までに８４８
人の削減を行いました。今後、平成２２年度まで
に、１０００人削減の３７１６人を目指します
（平成１２年度比）。
　また、杉並行政サービス民間事業化提案制度な
どを活用し、区が真に実施すべき仕事を明確化
し、区民・ＮＰＯ、民間企業等との協働、民営化
や民間委託などを進めて、簡素で効率的な区政運
営を実現します。
　※区が行っているすべての事務事業を対象に、民間事業者か
　　らの提案を受け、審査の上、適切なものについては民間事
　　業者が公共サービスを担うという制度です。

　職員一人あたりの区民数の２３区
平均は１２３人です。杉並区は現在
７番目の１３９人ですが、職員数を
１０００人削減した場合、１４５人
となる見込みです。

　　　＜今後の方向性＞　【サービス増】　　＜これまでの取組＞　

№６ 　創造的な政策形成と行政改革の推進

目的と概要

　杉並区の将来像や目標を明らかにし、時代と社会の変化に機敏に対応しながら、効果的な政策形成を行い
ます。質の高いサービスを効率的に継続して提供することができるよう、抜本的な区政の経営改革を推進し、
「小さな区役所で五つ星のサービス」を実現します。

　２０年度にこの事業にかかった費用は、人件費と事業費を合
わせて、約９千万円でした。計画の策定や内部管理事務が主な
ため、人件費が約８割を占めています。
　主な事業費として、民間事業化提案制度の実施に約２２０万
円、行政評価に約１５０万円、杉並区減税自治体構想の検討に
約１１５万円となっています。

事業名（活動指標） 内　容

              ＜２０年度に実施した主な事業＞

すべての事業を根本的に見直し無駄を省くとともに、限られた
予算の効率的執行のための基礎資料とします。

杉並改革総点検を実施しました

杉並行政サービス民間事業化提案制度を実施
しました

全ての事業を対象に行政評価を実施しました

平成22年度の区のあるべき姿「区民とつくる小さな区役所で、
五つ星のサービスを」の実現を目指し、過去10年間の行政改革
の取組を検証し、改革の総仕上げに向けた課題(43項目）を明ら
かにしました。

区の事業について企業やNPOから提案を募集し、これまでに10事
業を採択しました。そのうち、20年度中に3事業の委託･協働が
実現し、委託･協働が実現した事業は5事業となりました。その
他の事業についても実施に向けた準備を進めています。

23区職員一人あたりの区民数（平成20年度）
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職員数の推移
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　職員定数を
　平成２２年度までに１，０００人削減します（12年度比）

     区民一人あたりの額

　この事業　　   　    １６7円
　 区の全ての事業　41万2千円

３ かかった
経費

２ 成 果

１ 目 標

　スマートすぎなみ計画（行財政改革実施プラン）に基づき職員数の削減を進め
るなど、行財政改革に取り組みました。効果額は、平成１２～１９年度で約３０６億
円となっています。
　時代の変化に的確に対応しながら、柔軟でかつ効率的な政策経営に取組むと
ともに、「めざせ五つ星の区役所運動」を実施し、区民満足度の向上に努めてい
ます。また、行政評価の実施により、事業の目標や取組方法を見直し、成果を明
らかにすることで区政運営の効率化を図っています。

 4  事業

　引き続き職員数の削減を進めていきます。ま
た、区民・NPO等との協働分野の拡大を図り、平
成22年度までに区の６割の事業を協働や民営
化・民間委託で実施するとともに、履行の確認と
業務の質の評価を行い、安全確保及び質の維
持･向上に努めます。さらに、中長期的に安定的
な財政運営が可能となる「減税自治体構想」の実
現に向けて取り組んでいきます。

5  自己評価

※

目標
3,716
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N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 20  10 8 2
女性 15 2 9 4
男性 2 1 1
女性 0  
男性 6 3  3
女性 0    
男性 5  4  1
女性 0
男性 3  2 1
女性 5 1 3 1

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 7 1 3 3  
女性 7  7  
男性 16  8 6 2
女性 10 2 3 4 1
男性 3 3
女性 0  
男性 7 3 4
女性 2 2  
男性 3  3  
女性 1 1  

⑤ なんともいえない 4 7.1%

④ 不十分 9 16.1%

③ 必要以上（やりすぎ） 3 5.4%

②
一定の成果をあげている
（もう少し）

26 46.4%

設問35　資料6の「2.成果」について、どう思いますか。

全体 性別

① 十分な成果をあげている 14 25.0%

⑤ なんともいえない 8 14.3%

④ 目標に適さない 5 8.9%

③ 目標数値が低すぎる 6 10.7%

② 目標数値が高すぎる 2 3.6%

問34から問38は、資料6「創造的な政策形成と行政改革の推進」をご覧のうえ、お答えください。
設問34　「1.目標」について、どう思いますか。

全体 性別

① 目標数値は妥当である 35 62.5%

目標数値が高すぎる
3.6%

目標数値が低すぎる
10.7%

目標数値は妥当である
62.5%

目標に適さない
8.9%

なんともいえない
14.3%

必要以上
5.4%

不十分
16.1%

一定の成果をあげている
46.4%

十分な成果をあげている
25.0%

なんともいえない
7.1%
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N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 16 1 7 6 2
女性 9 2 5 2
男性 6 3 1 2
女性 3 3  
男性 5  5
女性 2 2  
男性 9  5 2 2
女性 6 1 2 2 1

N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 9 1 4 4  
女性 2  2  
男性 22  13 5 4
女性 11 2 4 4 1
男性 4  2  2
女性 4 1 3  
男性 0   
女性 0  
男性 1 1
女性 3 3

設問36　資料6の「3.かかった経費」について、どう思いますか。

全体 性別

14.3%8やや悪い③

① ちょうどよい 25 44.6%

② 使いすぎ 9 16.1%

③ 足りない 7 12.5%

④ なんともいえない 15 26.8%

設問37　区役所や区立施設での職員の対応について、どう思いますか。

全体 性別

① たいへんよい 11 19.6%

② まあまあよい 33 58.9%

④ たいへん悪い 0 0.0%

⑤ なんともいえない 4 7.1%

まあまあよい
58.9%

たいへんよい
19.6%やや悪い

14.3%

なんともいえない
7.1%

ちょうどよい
44.6%

使いすぎ
16.1%

足りない
12.5%

なんともいえない
26.8%
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　 N＝ 56
10･20代 30･40代 50・60代 70代以上

男性 17  8 5 4
女性 9 2 4 2 1
男性 13 1 9 2 1
女性 9 1 6 2
男性 2  2
女性 2 2
男性 4  1 2 1
女性 0   

④ なんともいえない 4 7.1%

③ 事業を縮小すべき 4 7.1%

② これまでどおりの事業でよい 22 39.3%

設問38　資料6の「5.自己評価」にある方向性について、どう思いますか。

全体 性別

① さらに事業を充実すべき 26 46.4%

さらに事業を充実すべき
46.4%

事業を縮小すべき
7.1%

なんともいえない
7.1%

これまでどおりの
事業でよい

39.3%
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